
関東運輸局
評価対象事業名： 日本版MaaS推進・支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

前橋市新モビリ
ティサービス推進
協議会

事業実施内容：AI配車システムを活用し
たデマンド交通の予約やデジタルフリー
パスの提供、経路検索、バスロケ等を
一括にて提供するMaaSプラットフォーム
基盤を構築。前橋市民向けサービス
「MaeMaaS」としてサービス提供を実施。
10/1～3/31まで実証を実施している
が、デマンド交通の予約等既存サービ
スの集約といったものについての利用
実績が順調である一方、新たな取り組
みであるデジタルフリーパスやMNCと交
通系ICカードの連携による割引施策等
は、市民への定着を図るためにも今後
も引き続きの検討及び事業継続が必要
と考える。

Ａ

各サービスの実証及び調査検証に
ついて概ね当初計画通りに実施さ
れている。なお商業分野との連携
施策であるクーポンキャンペーンに
ついては、申請時想定の内容より
も規模等を拡大させ、前橋市市役
所内の庁内連携事業としても実
施。

B

1/25時点
・リアルタイム経路検索利用回数　5000回
⇒実証終了後に集計
・マイナンバーカード認証連携登録者数
200人⇒現状156人　　達成見込み
・会員登録数　2500人⇒現状865人
　目標値の達成は困難と思われる。各個別
サービスにて設定した目標値は概ね達成見
込みであることから踏まえ、リピーター利用
者数が多いことが、推測される一方でお試し
として登録してみようといったライトユーザー
層の興味・関心を引けるサービスが不足し
ていた可能性が推測される。
・MaaSからのデマンド交通予約数　1500回
⇒現状1253回（予約人数1527人）　達成見
込み
・商業クーポン利用回数　50回　⇒　現状37
回　達成見込み
他、アンケートにて取得する数値について
は、実証終了後に集計

現在新型コロナウイルス感染者数が
急拡大してしまっている現状では、外
出自粛の気運等により実際の移動に
は結び付きづらい世情となってしまっ
ているが、引き続き周知等に取り組
み、多くの方にMaaSを知っててもらい
MaaSのUI等の改良に関してなど様々
なご意見をいただき、社会実装時の
使いやすいUIの向上に活用するな
ど、できることに着実に取り組んでい
く。
また、次年度以降での社会実装に向
けた取り組みとして、幅広い利用者層
を取り込めるような各種サービスにつ
いて交通事業者とともに検討・協議を
進め、サービスの高度化・利便性の
向上に向けた取り組みを推進する。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる取組の
促進に期待する。

一般社団法人　大
手町・丸の内・有
楽町地区まちづく
り協議会

【事業の内容】
「多種多様なモビリティ及び、目的地と
なる商業店舗やワークスペースなどが
多数存在する大丸有地区において、交
通手段を含めた人の一連の行動データ
を連携させ、エリアサービスと一貫した
ハーフマイル移動の支援を行うととも
に、情報提供により誘発される行動変
容について分析し、さらに魅力的なラス
トハーフマイルエリアを目指す。」
【結果概要】
・アプリ（案内ダッシュボード）の配信、評
価・分析ダッシュボードの導入

A

アプリ（案内ダッシュボード）のスト
ア登録を予定通り完了し、ユー
ザー向けに配信開始。評価・分析
ダッシュボードについても、計画通
りに構築され、エリマネ関係者内に
て分析結果を確認見込み。

A

・アプリダウンロード数:650件/1月末現在（目
標値500件）
・MaaSサービス経由でパーソナルモビリティ
サービスに遷移した人数：163人/1月末現在
（目標値200人）

アプリ(案内ダッシュボード）について
は、予定通りの構築・配信を終えてい
る状況であり、残りの実証期間内に
案内ダッシュボードでの継続的な情
報案内や行動提案施策を実施するこ
とで、継続的な利用やユーザー拡大
につなげていく予定。
評価・分析ダッシュボードについて
は、アプリ（案内ダッシュボード）から
取得されるデータの連携は完了して
いる状況だが、今後はそれに加え
て、各事業者から交通サービスの実
際の利用状況に関するデータを追加
で受領し、エリア全体の交通ネット
ワークの検討に資するダッシュボード
となるよう発展を検討する。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる取組の
促進に期待する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表

補助事業者における事業評価結果

③事業実施の適切性 ④目標・効果の達成状況

令和4年2月28日

①補助事業者 ②事業概要 備考



全日本空輸株式
会社

①オンライン一括サポート手配
　・鉄道・航空・タクシー向けに提供
　　利用者の時間の有効活用や、事業
者の業務負担軽減を目指す。

②リアルタイムバリアフリー地図/ナビ
　１．下肢障がい者向けの情報を強化
    自律的移動を妨げている主要因*1
を、リアルタイムデータ*2を用いて回避
判断できるようバリアフリー地図/ナビ
（2020年度実証、2021/9/15に社会実装
済み[以下参照]）を更にアップデート予
定。
https://www.anahd.co.jp/group/pr/202
109/20210915-3.html
*1：工事/エレベーター非稼働などの突
発的な障壁（過去の実証実験結果にお
ける移動課題の一つ）
*2：自治体・地域が保持する工事情報・
エレベーター稼働情報を対象とする。
　 また、当該情報の管理をDX化するこ
とによる業務効率化も期待。
　２．視覚障がい者向けの情報を提供
     視覚障がい者の歩行課題の抽出・
解決策の検証を行い、将来的な社会実
装を目指す。

⇒おおむね申請時のスケジュールどお
りに、2月の実証事件に向け設計・開発
を実施している

A

システム開発に関しては、当初の
予定からは若干遅延しているが、
前もって確保していたバッファ期間
にて現時点では吸収可能な状況。

A
予定通り実証実験への準備を進めており、2
月の実証実験から利用実績ログ、アンケー
ト、ヒアリングを実施する予定。

・「オンライン一括サポート手配」/「リ
アルタイムバリアフリー地図/ナビ」共
に、利用者からの評価や期待が予想
以上に高かったため、2022年度以降
の段階的な社会実装を目指す。
・今年度の実証実験にて抽出できた
課題の解決策検討、優先度づけを行
い、社会実装に向けて実証実験や
サービス・体制強化を図りたい。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる取組の
促進に期待する。



関東運輸局
評価対象事業名： 新型輸送サービス導入支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

茨城交通株式会
社

AIオンデマンドバス（呼出型最適経路バス）により、朝
夕の鉄道乗継等時間が決まっている移動に対して、
様々な目的地への移動需要があり、定時定路線バス
ではカバーしきれない（対応するためには多くの路線・
便が必要となる）日中時間帯の利用者の利便性向上
を図る。合わせて、利用者のリクエストに対して最適な
ルーティングとダイヤで運行を行うことで、車両（運転
士）の運行効率化と、事業者の生産性向上（１台・人で
より多くの利用者を輸送する）を目的とする。
複数の利用者からのリクエスト（出発地、目的地、希
望時間等）に応じて、AIが最適な経路と運行時刻を算
出し、即時に利用者へ提案を行う。利用者が提案を承
諾すると、車両に設置した端末に配車情報が表示さ
れて運行を行う。
特徴として、既存の標柱バス停に加えて、システムの
地図上に標柱がない乗降場所（バーチャルバス停）を
多数設置している。これにより、利用者は既存のバス
停よりも出発・現在地と希望目的地に近い場所で乗降
ができると共に、ドアtoドアよりも効率的なルーティン
グが可能となり、より多くの利用者を乗せる（相乗率を
高める）ことが出来る。
本事業は、2021年7月に実証運行として開始し、日中
時間帯（概ね8:30～15:00）の定時定路線バスを段階
的に呼出型経路バスへ切り替えている。利用者は毎
月増加しており、既存の定時定路線の利用者は、呼
出型最適経路バスへ概ね移行している傾向にある。
利用者へのPR・利用促進活動として、以下のような取
り組みを高萩市と協力して継続して実施している。
・既存標柱バス停と定時定路線バス車内へのお知ら
せ掲示
・利用方法、バーチャルバス停の位置・名称一覧を掲
載したパンフレットの作成・全戸配布
・システムの特徴や利用方法を紹介した動画作成
・商業・医療施設内の相談窓口設置（施設利用者への
PR）
・各地域での住民説明会や市のイベント（教室や講習
等）での紹介、無料乗車券の配布
・携帯電話キャリア主催のスマフォ教室での説明・案
内（スマフォ初心者へのアプリのダウンロード、操作方
法等）
・地元商工会の協力を得た利用者への割引クーポン
の配布

A

当初計画通りに実施されている。
第1段階：2021年7月1日～9月30
日、一部地域の住民対象、平日の
み運行、市内の定時定路線バスは
全て現状維持
第2段階：2021年10月1日～12月28
日、利用者の制限なし、平日のみ
運行、定時定路線バス（市街地循
環線）を休止
第3段階：2022年1月4日 ～3月31
日、利用者の制限なし、毎日運行、
定時定路線バス（和野・関口・千代
田線）を休止

B

＜目標＞
第3段階（2022年1月～3月）：１日平均利用
者数を140人/日（平日）、113人/日（休日）に
設定。
＜実績＞
第1段階：平均3.2人/日（7月：3.1人/日、8
月：1.5人/日、9月4.7人/日）
第2段階：平均31.2人/日（10月：26.9人/日、
11月：31.6人/日、12月：35.2人/日）
第3段階：平日平均62.2人/日、土日祝平均
23.3人/日（2022年1月24日現在）

運行開始以降、段階的なサービス拡
大や各種利用促進策の実施により利
用者数は毎月増加しているが、2022
年1月現在では目標利用者数に到達
していない。また、実証運行により
サービス面や運用面での検討課題も
明らかになっている。
そこで、より利便性の高いサービスの
実現と運行の効率化を図るために、
運行時間帯の延長や相乗率の向上、
アプリ利用の促進（現状は電話リクエ
ストが多いため）等の課題を高萩市と
共に検討していく。さらに、利用者数
の増加を図るために、現状の利用促
進活動を継続、新しい取り組みも実
施していくことにしている。
【具体的な取組内容】
市主催の教室・講習・集いなどでの
PR（仕組みやアプリ利用の説明等）、
地域住民への説明会、市報へのサー
ビス周知記事掲載、利用者へのイン
センティブ付与、主要施設での案内
孫口開設等

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる環境整
備の推進に期待する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表
令和4年2月28日

①補助事業者 ②事業概要
補助事業者における事業評価結果

備考

③事業実施の適切性 ④目標・効果の達成状況



東急バス株式会
社

事業実施内容：AIオンデマンドシステム
を活用した輸送サービスの検証運行
事業実施地域：世田谷区宇奈根・喜多
見地区（東急田園都市線　二子玉川駅
北西部エリア）
事業実施期間：令和4年1月17日（月）～
令和4年2月13日（日） 10時～17時
事業実施車両：ハイエース・コミューター
1両
事業の結果　 ：AIオンデマンドシステム
構築が完了し、1月17日より検証運行実
施中

A

➀：（効率化）AIオンデマンド交通を
用い走行エリアをコンパクト化し、
既存より効率化を図れる見込
②：（利用普及）運行地域に対し、
利用方法に関する資料を用いた回
覧、掲示、説明会により普及
➂：（予約方法の普及）運行地域に
対し、Web予約方法資料を用いた
回覧、掲示、説明会により普及
④：（乗継）砧本村折返し所におい
て、既存路線との乗り継ぎを実施

B

【1/17～1/26迄（10日間）の実績】
目標➀－利用者数：80人／日　⇒　最多利
用者数：10人／日（実績）
目標②－利用満足度：70%以上　⇒　66.7%
（アンケート回収結果より）
目標➂－Web予約割合：50%以上　⇒　89.7%
（実績）
目標④－路線バスの乗継率70%以上　⇒
82.8%（実績）

検証運行期間は、新型コロナウイル
スのオミクロン株が流行し始め、感染
が急拡大したことや、置き換え予定の
路線が並行して運行していることが利
用者数低迷の要因と推察されるた
め、感染拡大の状況を見定めつつ、
本格的な置き換えまでに地域の利用
者へ更なる周知を実施するとともに、
検証運行でいただいたご要望をもと
に、予約システムの改善、乗降ポイン
トの見直しを図り、利便性の更なる向
上を検討して参ります。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる環境整
備の推進に期待する。

上信ハイヤー株式
会社

利用者の利便を向上させるため、路線
定期運行を廃止し、一部地域（黒岩・田
篠地区）で運行していた区域運行（デマ
ンド）を市内全域に拡大する。
利用者が乗車しやすい環境を作るた
め、市内各所に停留所を設け、事前に
乗降予約のあった場合のみ、停留所間
を複数乗客の乗合により、最短距離を
運行する形態にし、効率的な運行を目
指す。
【結果概要】
・停留所の設置（350基）

A
区域運行の市内全域拡大に伴い、
計画通り設置を完了した。

A

目標の達成状況は以下のとおり
・利用者数　変更前の67％増（令和６年度目
標値33％増）
・市民の利用率　登録者が市民全体の8.4％
（目標値10％）
・市民満足度　アプリ登録者の90％満足（ア
プリ調査値）

更なる市民の利便向上を図るため、
新規施設開設場所ならびに要望の多
い箇所への新規停留所設置を検討
する。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる環境整
備の推進に期待する。

群馬県沼田市

市委託路線バスにデマンドシステムを
導入し、デマンド運行を開始する。
令和４年３月２５日からデマンド運行を
開始できる見込みである。

A 計画に沿って実施された A
令和４年３月２５日からデマンド運行を開始
できる見込みである。

利用者が増加するよう住民周知に力
を入れていきたい。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる環境整
備の推進に期待する。



株式会社ドコモ・
バイクシェア

車両の新電子錠の取り付け※9月、11
月は計画通り、実施済。1月実施予定分
は2月実施予定。
サイクルポート設置（ラック等物品購入
費）※10月購入済。
サイクルポート設置（ポートの設置作
業）※計画通り、30回中22回実施済。
残り2か月で回数増える可能性あり。
サイクルポート設置※1月まで実施な
し。2-3月実施予定。

A
港区の工事（2-3月実施予定。）以
外は、計画通り、実施された。

A

2021年度目標（年間平均）
2021年度実績（年間平均）　※12月まで

会員登録数（月）：約842,000ユーザー
会員登録数（月）約817,000ユーザー

利用回数（月）：約1,043,000回
利用回数（月）：1,066,000回

目標に沿って、計画的に実施をして
いるが、利用回数を増やすためにも
ポートの開発をする。
また、12区以外の新たな区とも組み、
シェアサイクル事業の東京都内のエ
リア拡大を目指す。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる環境整
備の推進に期待する。

江ノ島電鉄株式会
社

2021年3月にシェアサイクルサービスの
提供開始以降、神奈川県内の5市1町エ
リアにおいて、40カ所のステーション（貸
出・返却拠点）および60台の自転車を設
置し、サービスの拡充を行った。
コロナ禍において交通市場が大きく変
化するなか、社会に必要不可欠な交通
インフラの維持を行うため、新たなモビ
リティサービスの提供により移動手段の
選択肢を広げる取り組みを行った。

B

二次交通機能として、駅前など交
通結節点でのサービス拡充を中心
に利用環境の整備を行い、移動利
便性の向上に貢献するとともに、
交通不便地域などのラストワンマ
イルを補完するような目的地での
ステーション設置も推進できた。
但し、ハード面整備における公共
交通との連携は図れたものの、公
共交通の利用促進になるようなソ
フト面整備には至らなかった。

A

ステーション利用（貸出・返却含む。40カ所）
平均156回（目標値100回　対目標値+56％）
自転車利用　　平均102％（目標値100％　対
目標値+2％）
交流の多い駅前などは稼働が高く、駅から
離れた場所（目的地）の場所は稼働が低い
傾向が多い。
※他社自転車の稼働状況は把握できないた
め、当該ステーション利用回数は他社自転
車含めた返却回数の2倍と仮定
（貸出≒返却となるため）

今後においては、ハード面のみなら
ず、ソフト面における鉄道・バスとの
公共交通機関との連携を図り、更な
る稼働率を高める。また、地域事業者
とのリレーションシップの強化により
更なるステーションおよび自転車設置
数の拡大を行いたい。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる環境整
備の推進に期待する。



群馬県前橋市

【安全対策工事】
県道及び市道の歩道上へのサイクル
ポート設置に際し、警察署及び道路管
理者（群馬県、前橋市）からの指導によ
り、固定及び安全対策工事（ライン、バ
リカー等）を３か所実施した。

【料金改定】
シェアサイクルの更なるサービス向上の
ため、MaeMaaSとの連携することで、既
存の様々な公共交通機関と連携した割
引や利便性向上を目指した。また、利用
に際し、市民サービスとしてマイナン
バーカード認証による市民認証割引を
導入し、料金改定を実施した。

【MaeMaaS連携】
MaeMaaSと連携することで、MaeMaaS
サイト上へ、ポート情報や一括経路検索
等を反映させた。また、マイナンバー
カード認証による市民認証割引や他の
公共交通機関利用による割引なども実
施することで、様々な公共交通機関を組
み合わせた移動がより身近となった。

【車種追加（クロスバイク増車）による環
境整備】
取付金具設計費、取付金具作成、ス
マートロック等の環境整備を実施した。

【増設ポート】
ラック、ビーコン、看板等の環境整備を
実施した。

A

　令和３年度より事業を開始した
「まえばしシェアサイクルcogbe」
は、来訪者の商業・観光需要や市
民の二次交通として有効に活用さ
れており、また、新型コロナウイル
ス感染症流行の長期化を見据え
た、感染拡大に配慮した３密を避
ける「新しい生活様式」に対応した”
新しい公共交通”に資する仕組み
として、Withコロナの状況下におい
ても安全安心な移動を提供するこ
とができた。
　今回、ご支援いただき、安全対策
工事、システム改良、環境整備を
追加できたことで、移動手段を車に
頼った生活からの脱却、まちづくり
と市街地の活性化、環境に配慮し
た継続的な交通手段の提供、住民
の健康増進を図ること等、様々な
角度でのメリットがあった。

A

　・利用登録者数　1,045人（4/30時点）→
【目標】200％増→【12/31時点】4,400人（約
421％増）
　・利用回数　1,531回（4/30時点）【目標】
30％増→【12/31時点】21,070回（約1,376％
増）
　・回転率　0.4回／日（4/30時点）【目標】
30％増→【12/31時点】→0.6回（150％増）
　・リピート率【目標】50％→【11月→12月】
43％

概ね計画通りに事業がすすめられ、
目標値を達成することができた。今後
は、休日利用に特化した促進策や観
光と絡めた促進策など、シェアサイク
ル単体ではなく、他分野や既存の公
共交通と一体となって取り組む促進
策を考えていきたい。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる環境整
備の推進に期待する。

OpenStreet株式
会社

利用者の利便性向上のため、各種機器
の開発と、首都圏の充電式ラックの総
数を現状の240 ラックから440 ラックへ
引き上げる。

A
交付時の内容を瞬時遂行してい
る。

A

1.開発をともなう機器について：100%発注済
み
2. 充電型ステーションについて：予定の70%
を設置済み。
3. 通常ステーションについて：提出したリスト
の100%を設置済み。

OpenStreetは、首都圏において新た
な自治体様とも協定を結びながらシェ
アサイクルのステーションを順調に増
加させている。
今後の動きとしては、計画している充
電ステーションの設置を予定通り遂
行する。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる環境整
備の推進に期待する。



株式会社Luup

マイクロモビリティの普及を通じ、日本に
新しい短距離移動インフラをつくることを
目指し、事業展開を進めてきました。
具体的には、使いやすいユーザー向け
アプリケーションの開発及びユーザーへ
円滑にサービスを提供するためのオペ
レーション向けアプリケーションの開発
を行い、より多くのユーザーにサービス
を使って頂くとともに、ポートの高密度化
を目指し関東地区でのポート数の拡大
に努めてまいりました。

A

ユーザー向け及びオペレーション
向けアプリケーションの開発、また
ポート数の拡大ともに、計画に沿っ
て適切に実施いたしました。

A

令和４年年3月31日までに関東地区で750
ポートを設置するとともに、月間5万ライドを
実現することを目標としておりましたが、計
画通り達成する見込みであります。

引き続き、日本に環境負荷の低い
ファースト／ラストワンマイルの移動
手段を確立し、鉄道等の大量輸送を
前提とした交通機関を補完する形で、
全ての人が自由に移動できる未来を
実現させるよう、アプリケーションの改
善とポート数の拡大を目指します。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる環境整
備の推進に期待する。

株式会社eBoard

横浜市中区および西区のみなとみらい
エリアおよび港湾エリアにおいて、市民
や観光客の利便や安全、さらには大気
の環境改善に資するよう、電動キック
ボードを活用する形で開始したマイクロ
モビリティーのシェアライド事業を展開
し、ポート数８箇所、稼働台数を６０台と
する。

A
事業が計画に位置づけられたとお
り、概ね適切に実施された。

A

・電動キックボードのシェアライド事業に必要
なシステムを構築する→まもなく制作中のシ
ステムの試運転を予定。
・ポート数８箇所を整備する。 →現在は６ヶ
所ですが、まもなく蔓延防止終了後には８ヶ
所となる予定。

現在のところ、工程どおりにシステム
とアプリの制作が進んでいる。３月中
に試運転をし月内の納品・支払いの
予定。ポートの増数についても、予定
どおりで進んでいる。今後も、需要に
応じてポート数と車両数を増やすこと
を検討する。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる環境整
備の推進に期待する。



関東運輸局
評価対象事業名： 地域交通キャッシュレス決済導入支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

茨城交通株式会
社

当初予定した２路線のうちの１路線に予
定通りキャッシュレス決済を導入。2021
年12月24日よりサービス提供を開始し
た。
各種QR決済とVisaのタッチ決済が利用
できるタブレット端末をバス車内に設置
し、乗客による操作で決済が完了するシ
ステムとしている。
他方の１路線については運行期間の短
縮により導入を見送った。

B

当初予定した観光客の需要の高い
2路線のうち、「秋葉原線」を運行す
る車両9台への導入を令和3年12
月24日に完了、乗客へのサービス
の提供を開始した。2路線のうちの
他方、新規に敷設した「郡山線」に
ついては、51日の期間限定での実
証運行となった為導入を見送った。

B

導入開始～１か月間のバスの利用者は約
1,200名、うちキャッシュレス決済での支払い
人数が96名（visaタッチ：31名、QR決済：65
名）、導入から約1か月での以降率は8％程
であった。日々コンスタントに1～3名の利用
がみられることから、今後もPRを継続し、半
年で20％移行の目標達成に努める。（但し、
新型コロナ禍が終息し、高速バスや観光・海
外インバウンドの需要が回復する時期に依
存）。

バス利用者に向け、車内へのポップ
の設置やチラシの配布を実施し、日
常利用されるお客様の現金（チケッ
ト）からの移行は見られたが、バス車
内での接触機会の無い利用者（観光
者等）に向けた周知をより強化する事
で、現金からの移行を促せるものと考
える。
各キャッシュレス事業者と共同での広
告制作を予定しており、第一弾として
visaとの広告作成を開始した。以降も
継続してPRを実施する事で20％以上
の利用率を目指す。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる利便性
向上に資する取組に期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表
令和4年2月28日

①補助事業者 ②事業概要
補助事業者における事業評価結果

備考

③事業実施の適切性 ④目標・効果の達成状況



関東運輸局
評価対象事業名： 地域交通データ化推進事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

千葉交通株式会
社

　ダイヤ編成システムを導入し、GTFS
形式に変換した路線情報（データ）を経
路検索事業者に提供することにより、外
国人を含む旅客の利便向上をはかる。
　２０２２年３月中に導入見込み。

A

　当初スケジュールよりGTFSデー
タ出力テストに遅れが生じているも
のの、本事業の運用開始に影響が
出るほどではなく、概ね適切に実
施されている。

A
　事業が計画に位置付けられた目標を概ね
達成する見込みである。

　計画を円滑に進めるべく、事業に携
わる社内複数名の担当者、システム
事業者及び経路検索事業者と事業
の目的や計画の進捗状況など、より
密に共有し連携をはかりながら、目標
達成に向け取り組みを進めていく。
　また、事業実施に係る目標に掲げ
ている「インバウンドへの路線情報の
発信」が課題となっている。コロナの
感染拡大により、未だインバウンド需
要の回復が見通せない中、上記の点
において、すぐに効果は期待できな
い状況である。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる利便性
向上に資する取組に期待
する。

富士急バス株式
会社

・ダイヤ編成システム改修
　　ダイヤ編成システムでのGTFS デー
タの作成
　　GTFS-RT対応のためのバスロケー
ションシステムとの連携
・ダイヤ編成システム導入
　　ダイヤ編成システムを導入し、乗合
事業に関する諸業務をデジタル化し、業
務の効率化を図る。

B

事業者はダイヤ編成とGTFSデータ
を同時に作成が出来るようになり、
業務の効率化が図られた。また、
GTFSデータの出力が可能となった
ことで、GoogleMaps等でデータ公
開が行えるようになり、利用者の利
便性を高めた。

B

GTFSデータの出力が可能となったことによ
り、GoogleMapsでの経路検索が行えるよう
になるなど、バス利用者層の拡大に繋げ
た。しかしながら、データ修正をフレキシブル
に対応するために導入を計画していた、ダイ
ヤ編成システム（追加）は、今回は導入を見
送ることとなった。

経路検索（時刻表やルートの反映）に
は対応したため、運賃情報などの追
加情報の対応を実施し、更なる利便
性向上に繋げたい。また、今後、設備
投資が可能となった際は、ダイヤ編
成システムを分散配置し、フレキシブ
ルなデータ作成を行い利用者に提供
していく。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる利便性
向上に資する取組に期待
する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表
令和4年2月28日

①補助事業者 ②事業概要
補助事業者における事業評価結果

備考

③事業実施の適切性 ④目標・効果の達成状況



関東運輸局
評価対象事業名： 混雑情報提供システム導入支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

東急バス株式会
社

バス車内混雑平準化、および新型コロ
ナウイルス感染症の拡大防止の観点か
ら、池上通り・目黒通り・山手通り等を中
心に、混雑情報提供システム【30基】追
加を実施する。

A
令和4年2月末までに、混雑情報提
供システム【30基】据付完了を予定
しており、計画通りである。

A

定量的な混雑平準化の効果測定は実施困
難のため、定性的な顧客満足の向上を目指
しているが、混雑するバスを避けた乗車を促
し、分散乗車の利点を伝える機会を提供す
る上で効果的であった。

令和4年度においても、混雑緩和に対
する社会的ニーズの高まりが続くもの
と想定されることから、都内の幹線道
路又は横浜市内の公民連携地域を
中心に、同規模の台数にて申請を計
画している。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる取組の
促進に期待する。

相鉄バス株式会
社

・一般乗合車両279両へ乗降人数をカウ
ントするためのカメラを設置し、バスロ
ケーションシステムを連携させ混雑情報
を利用者に提供する。
・全車両への設置を完了し、乗車人数
のカウントを可能とした。バスロケーショ
ンシステムと連動し、利用者へ車内混雑
度をわかりやすく提供可能となった。

A

・申請時の計画に沿って事業を実
施したが、出力帳票の社内システ
ムへの取込みに別途改修が必要
となったため、一部計画を変更し事
業を実施した。結果、車内混雑状
況をバスロケーションシステムで提
供することにより、利用者の分散を
促進し、コロナウイルス感染拡大
防止に寄与した。

A

・一般乗合車両保有車両数298両のうち、高
速バス12両、深夜急行バス7両を除いた一
般路線車両279両へ導入し、乗降人数につ
いて95％以上のカウント率を達成することが
できた。これにより、車内混雑度の提供を概
ね正確に表示することが可能となり、お客様
が安心してご利用いただける環境を構築し
た。

・利用者へ混雑度を提供することにつ
いて概ね達成できたが、同システム
により取得できることとなった乗降実
績をダイヤ作成情報にフィードバック
することにより、さらなる効果的な運
行ダイヤ作成を実施できるよう取り組
む。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる取組の
促進に期待する。

富士急湘南バス
株式会社

混雑状況情報配信ソフトの導入により、
乗合バス利用者のうちスマホやＰＣを活
用されるお客様に対し、車両の混雑状
況及び運行情報をリアルタイムで発信
が可能となり、混雑時の利用回避による
感染防止や待ち時間の減少が可能とな
り、利用者の安全性や利便性が向上し
た。

Ａ

予定通りシステムは実装され、利
用者は混雑状況や運行情報を容
易に得られるようになり利便性が
向上した。また、事業者は運行状
況の問合せが減少したことで業務
の効率化に繋がった。

Ａ

利用者への情報配信がリアルタイム且つ広
角で可能となり、利用者の安全性及び利便
性向上に繋げた。混雑状況が確認できるこ
とでコロナ感染拡大防止について大きく貢献
している。

他の経路検索（時刻表やルートの反
映）ソフトと連動させることで更なる利
便性向上を図りたい。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる取組の
促進に期待する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表
令和4年2月28日

①補助事業者 ②事業概要
補助事業者における事業評価結果

備考

③事業実施の適切性 ④目標・効果の達成状況



関東運輸局
評価対象事業名： 新モビリティサービス事業計画策定支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

足柄広域新モビリ
ティサービス推進
協議会

地理的条件や公共交通の現状などの
整理を行うとともに、町民アンケートを実
施し、集計まで完了した。

A 計画のとおり適切に実施された。 B

本補助金の交付決定が、令和３年12月６日
であったため、交付申請時点のスケジュー
ル通りには実施できていない。計画の策定
は、予定通り令和３年度中に実施できる見
込み。

今後は、アンケート結果の分析を行
い、新モビリティサービスの事業内容
や課題を整理し、新モビリティサービ
ス事業計画（案）を取りまとめる。協議
会については、２月上旬（書面）、３月
下旬に開催する予定。
また、既存の交通事業者との調整
（新モビリティサービスへの連携方法
など）が課題となる。

自己評価にあるとおり、
概ね計画通り適切に実施
されている。

今後のさらなる計画の
推進に期待する。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表
令和4年2月28日

①補助事業者 ②事業概要
補助事業者における事業評価結果

備考

③事業実施の適切性 ④目標・効果の達成状況


